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福島県で発生した建設系廃棄物の処理処分に伴う放射性セシウムの移動量の推計（その２） 
 

山田正人（（国研）国立環境研究所）， 
立尾浩一（（一財）日本環境衛生センター）， 

国分宏城（福島県環境創造センター） 
 
1. はじめに 
原発事故後に、無用な風評被害を避けて産業廃棄物の適正な再生利用を促すためには、放射性物質汚染の程度に応じ

た再生利用の方法を示し、そこへ向かう物流を制御する必要がある。汚染された廃棄物は主に原発事故当時に屋外にあ

ったものであり、多くは建築物や土木構造物の建設と解体に由来する建設系廃棄物である。コンクリートがらの事例を

示した前報 1)に引き続き、福島県において、行政報告にある建設系の産業廃棄物の処理処分フローの情報と福島県内で

空間線量率毎に測定した建造物の表面汚染密度等の情報を組み合わせて、建設系廃棄物の処理処分に伴う放射性セシウ

ムの移動量を推計した事例について示す。 
 
2. 方法 
廃棄物移動量の推計には 2011 年度から 2015 年度までの福島県における産業廃棄物管理票交付状況報告書及び電子

マニフェスト登録等状況報告書に登載されている情報（以下、マニフェストデータ）を用いた。マニフェストデータの

「事業所の名称」の分析、排出される木くずの割合、ならびに代表的な建築構造物設計図の分析により、木材・コンク

リート等の建設系廃棄物の種類毎に屋外および建屋外部部材の廃棄後の移動量を推計した 2, 3)。 
廃棄物にともない移動する放射性セシウム量は発生地の空間線量率より推定した。福島県内で建造物や道路等構造物

の表面汚染密度を測定する調査を行い、部材の種類と水平・垂直の設置方向毎に空間線量率との関係を求めた 4,5)。また

帰還困難区域内において未除染の建造物外面の表面汚染密度を2年3ヶ月間測定し、降水による洗い流し等による表面

汚染密度の時間経過による低下すなわち環境減衰を、現地で測定した降水量との関係として求めた 6,7)。この環境減衰と

物理減衰により測定時の表面汚染密度を、廃棄物が発生した各年の年度末時点の値に補正した。 
建造物については、部材の種類すなわち廃棄物の種類毎に、先の建築構造物設計図の分析において、屋外および建屋

外部部材について設置方向と外部へ露出する表面積の重量比を求め、発生地の空間線量率で推定される設置方向別の表

面汚染密度を乗じて、放射性セシウム濃度を求めた。構造物については、設置方向は考えずに、先の調査や産業廃棄物

処理施設で採取した試料について廃棄物の種類ごとに露出表面積の重量比を求め、発生地の空間線量率で推定される表

面汚染密度を乗じて、放射性セシウム濃度を求めた。以上で求められた発生地別かつ廃棄物種類別の放射性セシウム濃

度に廃棄物の移動量を乗じて放射性セシウムの移動量を求めた。 
 
3. 結果 
 以上の手法を用いて、建設系産業廃棄物のうち、アスファルト・コンクリート、木くずならびに廃プラスチック類の

処理・処分に伴う放射性セシウムの移動量を推計した。2015年度では、アスファルト・コンクリートの処理処分に伴う

放射性セシウムの移動量は約498 GBq、木くずでは41 GBq、廃プラスチック類では45 GBqであり、ほとんどが福島

県内で中間処理され、その後再生利用されていた。 
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